
（平成２３年２月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認福島地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



福島国民年金 事案 693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年９月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年９月 

申立期間当時学生だった私は、仕送りの中から国民年金保険料を納付し

ていたはずだが、申立期間である平成５年９月のみ未納となっていること

は不自然であるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間について、国民年金保険料を全て納付しているとともに、国民年金

と厚生年金保険との切替手続を複数回、適切に行っており、申立人の納付意

識の高さがうかがわれる。 

また、申立人は、国民年金に加入した平成３年１月から７年１月までの期

間の国民年金保険料について、申立期間を除き全て現年度納付していること

が確認でき、申立人の納付意識の高さを踏まえると、申立期間のみが未納と

なっていることは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



福島国民年金 事案 694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48 年９月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年９月から同年 12月まで 

Ａ市に帰郷し転入届を出した時に国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料を納付し、領収書が２枚あったことを記憶している。 

その後の期間について、父が免除申請の手続を行い、その書類と申立期

間の領収書を国民年金手帳に挟んで保管していたことを記憶しているので、

申立期間の年金記録を訂正してほしい。 

なお、免除申請の書類と申立期間の領収書は、昭和 55 年４月に、Ｂ市役

所で、Ｃ市への転出手続を行い、「国民年金被保険者名簿記録事項証明

書」の交付を受けた時、Ｂ市職員が捨ててしまった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は４か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間について、国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人は、国民年金に任意加入し国民年金保険料を納付している上、

免除期間の全てについて追納しているなど、申立人の納付意識の高さがうか

がわれる。 

さらに、申立人が現在居住しているＤ市の国民年金被保険者名簿及び国民

年金納付記録台帳では、申立期間のうち、昭和 48 年９月から同年 11 月まで

の国民年金保険料は納付済みと記録されている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



福島厚生年金 事案 1082 

 

第１ 委員会の結論 

Ａ事業所の事業主は、申立人が昭和 17 年６月１日に厚生年金保険被保険者

資格を取得し、21 年９月１日に被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険

事務所（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人に係る厚生

年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要

である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年６月１日から 21年９月１日まで 

私は、昭和 15 年３月に学校を卒業後、Ｂ事業所に就職し、21 年８月末

頃まで勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が無い。

一緒に勤務していた同僚には、被保険者記録があるので、申立期間につい

て、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたとするＢ事業所の関連事業所であるＡ事業所に係る

健康保険労働者年金保険被保険者名簿によれば、申立人と同姓同名で同一生

年月日の者の基礎年金番号に未統合となっている厚生年金保険被保険者記録

が確認できるところ、申立人から提出された國民労務手帳には、就業場所が

Ａ事業所であったことが記載されている上、申立人が記憶する申立期間の同

僚には、Ｂ事業所又はＡ事業所において被保険者記録があることが確認でき

る。 

また、前述の被保険者名簿には、資格取得日が記載されているのみで、資

格喪失日は記載されていないものの、申立人は、「昭和 21 年９月には漁船に

乗っていた記憶があるので、その頃にはＢ事業所を辞めていたのではない

か。」と述べている上、昭和 21 年８月 23 日にＡ事業所において被保険者資

格を取得した者は、「私がＡ事業所で勤務し始めた当時、申立人は勤務して



いた。」と述べている。 

これらを総合的に判断すると、当該未統合の被保険者記録は、申立人のも

のと認められ、申立人は、昭和 21 年８月末日まで勤務していたと認められる

ことから、資格喪失日は同年９月１日とすることが妥当である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険

法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に準じ、

１万円とすることが妥当である。 



福島厚生年金 事案 1083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年９月１日から同年 10 月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年９月

１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 11万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年８月 26日から同年 10月１日まで 

私は、昭和 55年８月 26日から 56年 12 月 25日までＡ社に勤務していた

が、厚生年金保険被保険者資格取得日は 55 年 10 月１日となっている。申

立期間の給料明細書によれば、厚生年金保険料が控除されていることが確

認できるので、資格取得日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間において、

Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

また、Ａ社の当時の経理担当者は、「当社では、入社の１、２か月後に厚

生年金保険に加入させていた。」と述べているところ、申立人から提出され

た給料明細書において確認できる厚生年金保険料控除月数は、15 月であるの

に対し、オンライン記録上の厚生年金保険被保険者月数は、14 月となってい

ることが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年９月

１日から同年 10 月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、

これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し



ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。したがって、前述の給料明細書におい

て確認できる厚生年金保険料控除額から、11万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は、平成４年 11 月に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっている上、当時の事業主は既に死亡しており、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間のうち、昭和 55 年８月 26 日から同年９月１日までの期間

については、前述のとおり、Ａ社の当時の経理担当者は、「当社では、入社

の１、２か月後に厚生年金保険に加入させていた。」と述べている上、申立

人から提出された給料明細書によれば、申立人は、当該期間の厚生年金保険

料を控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、Ａ社（現在は、Ｂ社）の事業主は、申立人が昭

和 31 年９月 15 日に船員保険被保険者資格を取得し、32 年２月 15 日に被保

険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが

認められることから、申立人に係る船員保険被保険者資格の取得日及び喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、8,000 円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年８月 31日から 32年２月 15日まで 

私は、申立期間もＡ社のＣ丸に乗船していたにもかかわらず、船員保険

被保険者記録は昭和 31 年４月１日から同年８月 31 日までの期間のみで、

申立期間の被保険者記録が無いことに納得できない。 

なお、私の船員手帳にも、昭和 31年３月７日から 32年１月 22日までＣ

丸に乗船していた記載がある。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る船員保険被保険者名簿によれば、申立人と同姓同名で生年月日

が９日異なる者の基礎年金番号に未統合となっている船員保険被保険者記録

（被保険者期間：昭和 31 年９月 15 日から 32 年２月 15 日まで）が確認でき

るところ、当該被保険者期間は、申立人から提出された船員手帳の乗船記録

とほぼ一致している上、同僚の一人は、「当時グループ操業をしていたため、

乗船していた船は異なるが、私は申立人と一緒に仕事をしていた。」と述べ

ていることから、当該未統合の被保険者記録は、申立人のものと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、当該未統合の被保険者記録か

ら、8,000円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、前述の被保険者期間を除く昭和 31 年８月 31 日か

ら同年９月 15 日までの期間については、前述の被保険者名簿によれば、申立



人と同日の同年４月１日に資格取得した同僚 22 人のうち 19 人は、申立人と

同日の同年８月 31日に資格喪失したことが確認できる。 

また、同僚の一人は、「会社の命令を受けて転船する場合は、船長が船員

手帳に係る手続を行っていたため、船員保険の加入記録と、船員手帳の雇入

日及び雇止日は必ずしも一致していなかった。」旨を述べている。 

さらに、複数の同僚に照会しても、申立人の当該期間に係る船員保険料の

控除について確認できる関連資料及び回答を得ることはできなかった。 

加えて、当該期間に係る船員保険料の控除についての申立人の記憶は定か

ではなく、このほか、申立人の当該期間に係る船員保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として当該期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成４年 12 月１日から５年４月 30 日までの期

間について、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た標準報酬月額

は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期

間の標準報酬月額を 41万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間のうち、平成 15 年４月１日から同年５月１日まで

の期間に係る標準報酬月額の記録については、22 万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成４年 12月１日から５年４月 30日まで 

② 平成９年６月 26日から 18年４月７日まで 

③ 平成 15年８月 12日 

④ 平成 15年 12月 24日 

⑤ 平成 16年８月 12日 

⑥ 平成 16年 12月 24日 

⑦ 平成 17年６月 15日 

⑧ 平成 17年８月 12日 

⑨ 平成 17年 12月 22日 

私がＡ社に勤務した期間のうち、申立期間①のオンライン記録上の標準

報酬月額が大幅に下がっている。この当時、私は役員だったが、報酬の引

下げについての説明は無く、一方的に引き下げられたので、訂正してほし

い。 

また、申立期間②の標準報酬月額及び申立期間③から⑨までの標準賞与

額について、Ｂ社に勤務した当時の同僚から、給与及び賞与から厚生年金

保険料を控除されていたにもかかわらず、年金記録に反映されていなかっ



たと聞いたので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録によれば、申立人の申立期間①の

標準報酬月額は、当初、申立人が主張するとおり、41 万円と記録されていた

ところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日（平成５年４月 30

日）の後の平成５年７月２日付けで、４年 12 月１日に遡及して 26 万円に減

額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本によれば、申立人は、同社の取締役であ

ったことが確認できる。 

しかしながら、申立人は、「会社の社会保険事務には関与しておらず、報

酬の引下げについての説明は無く、一方的に引き下げられた。」と述べてい

るところ、同僚は、「申立人は作業員だった。」と述べている上、事業主も、

「申立人はＣの仕事に従事しており、事務には関与していなかった。社会保

険の事務は私が行っていた。」と述べていることから、申立人は、前述の減

額訂正に関与していなかったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、このような訂正

処理を行う合理的な理由は無く、申立期間①の標準報酬月額に係る有効な記

録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、

事業主が社会保険事務所に当初届け出た、41 万円に訂正することが必要と認

められる。 

申立期間②から⑨までについては、申立人は、申立期間の標準報酬月額及

び標準賞与額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき

標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額並びに申立人の報酬月額及び賞与額のそれぞれに基づく標準報酬

月額及び標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額及び標

準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがって、Ｂ社か

ら提出された給料一覧表及び賃金台帳等の資料において確認できる報酬月額

から、申立期間②から⑨までのうち、平成 15 年４月の標準報酬月額を 22 万

円とすることが妥当である。 

また、前述の給料一覧表及び賃金台帳等の資料により、申立期間②から⑨

までのうち、前述の平成 15 年４月を除く期間については、オンライン記録上

の標準報酬月額及び標準賞与額が、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額及び標準賞与額、報酬月額及び賞与

額に見合う標準報酬月額及び標準賞与額を超えている又は同額となっている

ことから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わ



ない。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、「平成 15 年４月の厚生年金保険料額を誤って控除した。」

としていることから、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



福島厚生年金 事案 1086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額（20 万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 20 万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年８月１日から同年 10月１日まで 

申立期間の給料明細書に記載されている厚生年金保険料額は、オンライ

ン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額よりも高額となってい

るので、正しい額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給料明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該給料明細書において確認

できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額から、20 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、事業主が当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、Ａ社は、平成４年 11 月に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっている上、当時の事業主は既に死亡しており、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して



行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



福島国民年金 事案 695 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年３月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年３月から３年３月まで 

申立期間当時、私は大学生であったが、20 歳になったので、父が国民年

金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付していた。 

就職の際に、父から渡された年金手帳は紛失してしまったが、年金記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及びＡ市国民年金検認表によれば、申立人は、平成３年４

月１日に被保険者資格を取得しており、申立期間は未加入期間となっている

ことが確認できる上、制度上、当時、大学生であった申立人は、任意加入対

象者であることから、遡って申立期間の国民年金保険料を納付することはで

きない。 

また、申立人の父は、「新聞などで、大学生も国民年金保険料を納付しな

ければならないことを知り、申立人の加入手続を行った。」と述べていると

ころ、学生が国民年金に強制加入することとされたのは、平成３年４月から

である。 

さらに、申立人は、父から渡された年金手帳は１冊であったとしており、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見

当たらない。 

加えて、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年

金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



福島国民年金 事案 696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年４月から２年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年４月から２年３月まで 

時期は分からないが、申請免除期間の国民年金保険料を納付できなくな

ってしまう旨の通知が届き、私は、Ａ市役所Ｂ支所で手書きの納付書を発

行してもらい、同支所で国民年金保険料を納付した。申立期間が申請免除

期間のままとなっているのはおかしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市役所Ｂ支所で追納保険料を納付したとしているところ、同

支所の窓口及び同支所内で社会保険事務所（当時）が行っていた年金相談で

は追納保険料を納付することはできない。 

また、Ａ市役所Ｂ支所内には、追納保険料を納付することができる金融機

関が設置されているところ、申立人は、当該金融機関では納付していないと

している。 

さらに、申立期間に係る追納保険料の納付時期及び納付金額についての申

立人の記憶は定かではない上、申立人が、申立期間について国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほか

に申立期間の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



福島厚生年金 事案 1087 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 27年５月１日から 29年５月 20日まで 

② 昭和 30年６月１日から 33年６月１日まで 

③ 昭和 37年 12月 28日から 38年 12月 29日まで 

私が、給料も無く見習としてＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間

①について、親方が私の厚生年金保険料を納付したと思うので、厚生年金

保険の加入記録が無いことに納得できない。 

また、私が、昭和 30 年６月１日にＣ社に入社し、38 年 12 月 28 日に退

社するまで厚生年金保険料を控除されていた記憶があるので、申立期間②

及び③について、厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人が、上司の氏名及び作業内容等を具体的に

記憶していることから、具体的な勤務期間は特定できないものの、Ａ社に勤

務していたことは推認できる。 

しかしながら、当時の事業主及び経理担当者は既に死亡しており、Ｂ社の

事業主に照会しても、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の控除につ

いて確認することはできない。 

また、申立人は、「申立期間①は、給料も無く見習として勤務していた期

間なので、私の厚生年金保険料は親方が納付していた。」と述べているとこ

ろ、当該親方は既に死亡していることから、申立人の主張について確認する

ことはできない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、当該親

方は、昭和 28 年 11 月 16 日に被保険者資格を取得し、申立人と同日の 30 年

３月 15 日に被保険者資格を喪失しており、当該親方についても、申立期間①



の一部の被保険者記録が無いことが確認できる。 

申立期間②及び③については、申立人は、昭和 30 年６月１日から 38 年 12

月 28 日までＣ社に勤務していたと述べているところ、複数の同僚の記憶から、

申立期間②当時、申立人が同社に勤務していたことは推認できるものの、申

立人の退社時期を記憶している同僚はいない上、同年３月 18 日に入社した経

理担当者の二人は、｢申立人のことは知らない。｣と述べており、申立期間③

については、具体的な勤務期間は特定できない。 

また、Ｃ社は、平成 12 年２月 26 日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っている上、当時の事業主は既に死亡しており、申立人の申立期間②及び③

に係る厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

さらに、申立期間②当時の経理担当者は、「申立人と同様の職人は８人程

度いたが、社会保険事務所（当時）の指導があり、社会保険未加入者の手続

を行った記憶がある。社会保険に加入させていなかった期間は、厚生年金保

険料を控除していなかったと思う。」と述べているところ、Ｃ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、昭和 33 年６月１日に、申立人を含

む 15人が被保険者資格を取得したことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1088 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年９月頃から 34年３月頃まで 

私は、申立期間において、Ａ社Ｂ支社に外務員として勤務していたにも

かかわらず、同社同支社における厚生年金保険被保険者記録が無い。申立

期間について、被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支社の複数の同僚の記憶から、申立人は、申立期間当時、同社同支

社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ支社は、昭和 34 年 10 月１日に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっている上、同社同支社の申立期間当時の支社長及び経理担

当者は既に死亡しており、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認することはできない。 

また、Ａ社Ｂ支社の複数の同僚は、「申立期間当時は、100 人前後の従業

員がいたと思う。」と述べているところ、同社同支社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿によれば、申立期間に被保険者資格を取得している者は

最大で 38人であることが確認できる。 

さらに、複数の同僚は、「内勤社員と外務員では社会保険の取扱いが異な

っており、外務員の場合は、厚生年金保険に加入していない者もいた。」

「外務員は、営業成績によっては正社員になれず、正社員になるまでは厚生

年金保険に加入できなかった。」と述べている上、申立期間において、申立

人及び複数の同僚が外務員であったと記憶している二人についても、厚生年

金保険被保険者記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1089（事案 809の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年３月 28日から 61年３月 29日まで 

私は、申立期間当時、Ａ社に正社員として在籍し、Ｂ国で業務に携わっ

ていた。同社の事業主は、私の申立期間中の厚生年金保険料を納付してい

たと述べているので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人とＢ国で一緒に勤務したＡ

社の元従業員は、「申立人がＡ社の社員だとは聞いていなかった。」と述べ

ていること、ⅱ）同社の元経理担当者は、「申立人は社員ではなく、下請と

してＢ国へ行っていた。そのため、賃金台帳にも名前は記載されておらず、

当社が申立人の厚生年金保険料を納付したということも無い。」と述べてい

ること、ⅲ）オンライン記録及び国民健康保険の加入記録によれば、申立人

は、申立期間において、国民年金及び国民健康保険に加入し、国民年金保険

料を全て納付し、申立期間の一部の期間については付加保険料も納付してい

ることが確認でき、当該期間については、現年度納付したものと考えられる

ことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年６月 17 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、Ａ社が申立期間当時、毎月、申立人の

給与をＣ金融機関（現在は、Ｄ金融機関）Ｅ支店に振り込んでいた旨を同社

の元事業主が証明した「確認書」を提出しているところ、同金融機関本店に

よれば、申立期間のうちの一部期間において同社から申立人の口座に入金さ

れていたことが確認できるものの、当該元事業主は、「既に関係書類を廃棄

しており、詳しいことは記憶していない。」と述べており、当該確認書によ

って、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認することができ



ず、これは、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54年２月 21日から同年３月１日まで 

私は昭和 54 年２月 21 日からＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務した。私が所

持する同社発行の同年３月分の給料支払明細書によれば、給与から厚生年

金保険料が控除されていることが確認できるので、申立期間について、厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職金計算書に記載された入社月日により、申立人

は、申立期間において、Ａ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ｂ社では、申立期間当時、雇用保険と厚生年金保険の被保

険者資格取得の手続を同時に行っていたとしているところ、申立人に係る雇

用保険の加入記録及びオンライン記録によれば、Ａ社に係る雇用保険被保険

者資格取得日と厚生年金保険被保険者資格取得日は一致している。 

また、Ｂ社では、申立期間当時、試用期間があったとしており、２か月か

ら６か月の試用期間があったとする複数の同僚の記憶とも一致している。 

さらに、申立人から提出された昭和 54 年３月分の給料支払明細書によれば、

同年２月 21 日から同年３月 20 日までの期間に係る給与から控除された厚生

年金保険料は、１か月分のみであることが確認できるところ、Ｂ社では、

「当社の事務処理方法から、申立人が厚生年金保険に加入した昭和 54 年３月

の厚生年金保険料は、同年３月分の給与から控除したと考えられる。仮に、

申立期間の厚生年金保険料を申立人の給与から控除した場合は、同年３月の

厚生年金保険料と共に、２か月分の厚生年金保険料を同年３月分の給与から

控除したこととなるが、同年３月分の給与から控除された厚生年金保険料は

１か月分であることから、申立期間の厚生年金保険料は控除していないもの



と考えられる。」旨を述べている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年４月 26日から同年６月１日まで 

私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）に入社した昭和 24 年 12 月４日から退職し

た 28年 12月 26日まで継続して勤務し、その間は一度も退職していないに

もかかわらず、申立期間が未加入期間となっているのはおかしいので、申

立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間において、Ａ社に勤務していたと申し立てている。 

しかしながら、Ｂ社から提出された当時の労働者名簿によれば、申立人は、

申立期間には、事業不振のため解雇されていたことが確認できる上、当該労

働者名簿に記載された申立人の解雇日及び再雇用日は、厚生年金保険被保険

者資格喪失日及び再取得日と一致している。 

また、複数の同僚は、「申立人は、申立期間当時、一旦退職し再度入社し

た。」と述べている上、当該同僚のうちの一人は、「申立人と同時期に退職

し、失業保険の手続を行った。」と述べている。 

さらに、Ｂ社では、「申立人は、申立期間には在職していなかったことか

ら、厚生年金保険料を控除していない。」としている。 

加えて、申立期間に係る厚生年金保険料の控除についての申立人の記憶は

定かではなく、このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を

うかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



福島厚生年金 事案 1092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年４月頃から 24年頃まで 

私は、昭和 23 年４月頃から 24 年頃までＡ社Ｂ工場に勤務していたが、

一緒に勤務していた同僚には厚生年金保険被保険者記録があるにもかかわ

らず、私には被保険者記録が無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ工場の複数の同僚の記憶から、具体的な勤務期間は特定できないも

のの、申立人が同社同工場に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社Ｂ工場は、昭和 52 年４月１日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっている上、申立期間当時の事業主を特定できないことから、

申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することはでき

ない。 

また、Ａ社Ｂ工場が昭和 52 年４月１日に適用事業所でなくなった当時の役

員は、「会社の帳簿及びその補助簿、従業員名簿、賃金台帳等は全て焼却し

た。」と述べている上、複数の同僚に照会しても、申立人の申立期間に係る

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び回答を得ることはで

きなかった。 

さらに、申立人は、申立期間の雇用形態について、「臨時社員か正社員か

は記憶していない。」と述べているところ、前述の役員は、「臨時社員は厚

生年金保険に加入しておらず、臨時社員の中には１年以上勤務していた者も

いた。」と述べている上、複数の同僚は、「正社員であっても、試用期間が

あった。」と述べている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


